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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第121期
第３四半期
連結累計期間

第122期
第３四半期
連結累計期間

第121期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上収益
(百万円)

307,037 358,333
427,546

(第３四半期連結会計期間) (117,546) (123,778)

税引前四半期(当期)利益 (百万円) 36,696 57,722 52,001

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益 (百万円)

26,669 42,044
38,367

(第３四半期連結会計期間) (14,209) (17,013)

四半期包括利益又は当期包括利益 (百万円) 36,236 44,776 64,495

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 420,433 476,885 448,831

資産合計 (百万円) 739,140 762,509 771,293

基本的１株当たり四半期(当期)利益
(円)

131.09 206.73
188.59

(第３四半期連結会計期間) (69.85) (83.69)

希薄化後
１株当たり四半期(当期)利益

(円) － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 56.9 62.5 58.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 40,984 44,338 63,397

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △31,852 △6,943 △42,523

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 34,758 △52,372 28,166

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 131,510 125,821 139,520
 

(注）１　当社は要約四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していません。

２　上記指標は、国際会計基準(以下、「IFRS」)により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基

づいています。

３　希薄化後１株当たり四半期(当期)利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

４　当社は、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式については

自己株式として計上しています。また、基本的１株当たり四半期(当期)利益の算定上、当該株式数を期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当企業集団が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前連結会計年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中に記載した将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

す。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期における世界経済は、米国及び欧州においてはワクチン接種の普及や各国政府による経済対策等を

背景として個人消費を中心に経済活動の正常化が進み、設備投資においても底堅い回復が続いています。中国にお

いては早期の経済活動再開により個人消費は堅調に推移し、半導体や電力等の供給制約による企業の生産活動への

影響はありましたが、好調な外需を受けて輸出も拡大傾向にあります。わが国経済においては、度重なる緊急事態

宣言の発出により雇用や個人消費の回復は遅れたほか、海外経済の回復を受けて業績の改善が続いていた製造業に

おいても供給制約や資源価格の高騰により減速を余儀なくされ、９月末の緊急事態宣言解除後には一定の持ち直し

の動きは見られるものの経営環境については今後も不透明な状況が見込まれます。

当社グループの主要な事業基盤である自動車業界における新車販売は、各国の経済活動の立ち直りにより需要は

堅調に推移しているものの、車載向け半導体をはじめとする部材の供給不足が車両生産活動の制約となっていま

す。

また、半導体製造装置業界においては、５Ｇの普及やテレワークの定着、データセンター向け投資の活発化等に

よる世界的な半導体需要の拡大を背景として設備投資は堅調に推移しています。

このような状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間における売上収益は3,583億33百万円（前年同

期比16.7％増）、営業利益547億68百万円（前年同期比53.1％増）、税引前四半期利益577億22百万円（前年同期比

57.3％増）となり、親会社の所有者に帰属する四半期利益は420億44百万円（前年同期比57.6％増）となりました。

セグメントの業績

セグメントの名称 売上収益(百万円)
営業利益又は営業損失(△)

(百万円)

自動車関連  282,909  58,873

セラミック  69,135  5,665

新規事業  3,388  △9,873

その他  4,497  102

調整額  △1,596  －

合計  358,333  54,768
 

 

第１四半期連結会計期間より、報告セグメント区分を変更しています。詳細については、「第４ 経理の状況　要

約四半期連結財務諸表注記 ４．セグメント情報」をご覧ください。なお、前年同四半期比較については、前第３四

半期連結累計期間の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しています。
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＜自動車関連＞

当事業は、車載向け半導体の供給不足や原材料価格の高騰が当社販売及び利益に影響を与えているものの、欧州

及び北米を中心とした補修用製品の販売が好調に推移したことで業績をカバーしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上収益は2,829億９百万円（前年同期比16.3％増）、営業利益は588億

73百万円（前年同期比37.3％増）となりました。

＜セラミック＞

当事業は、自動車関連向け機械工具の出荷は回復基調であり、半導体製造装置用部品については今後も拡大が予

測される世界的な半導体需要に対応する旺盛な設備投資により当社販売も堅調に推移しました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上収益は691億35百万円（前年同期比18.8％増）、営業利益は56億65百

万円（前年同期は４億12百万円の営業損失）となりました。

＜新規事業＞

新規事業については、当第３四半期連結累計期間の売上収益は33億88百万円（前年同期比1.6％増）、営業損失は

98億73百万円（前年同期は68億57百万円の営業損失）となりました。

＜その他＞

その他の事業については、当第３四半期連結累計期間の売上収益は44億97百万円（前年同期比55.6％増）、営業

利益は１億２百万円（前年同期比26.3％減）となりました。

 

  
前連結会計年度

当第３四半期
連結会計期間 増減

  (2021年３月31日) (2021年12月31日)

流動資産 (百万円) 415,868 426,144 10,275

非流動資産 (百万円) 355,424 336,365 △19,059

資産　合計 (百万円) 771,293 762,509 △8,783

流動負債 (百万円) 144,157 109,843 △34,313

非流動負債 (百万円) 175,509 172,211 △3,298

負債　合計 (百万円) 319,666 282,055 △37,611

資本　合計 (百万円) 451,626 480,454 28,827

負債及び資本　合計 (百万円) 771,293 762,509 △8,783
 

　
当第３四半期末の資産合計は、前連結会計年度末比87億83百万円減少の7,625億９百万円となりました。これは、

主として棚卸資産が増加した一方、現金及び現金同等物の減少並びに政策保有株式の一部を売却したことにより投

資有価証券が減少したことによるものです。

負債合計は、前連結会計年度末比376億11百万円減少の2,820億55百万円となりました。これは、主として営業債

務及びその他の債務の減少並びに借入金の返済により減少したことによるものです。

資本合計は、前連結会計年度末比288億27百万円増加の4,804億54百万円となりました。これは、主として配当金

の支払いにより減少した一方、親会社の所有者に帰属する四半期利益の計上によるものです。
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(2) キャッシュ・フローの状況

  前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

  
(自　2020年４月１日
至　2020年12月31日)

(自　2021年４月１日
至　2021年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 40,984 44,338

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △31,852 △6,943

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 34,758 △52,372

現金及び現金同等物の四半期末残高 (百万円) 131,510 125,821
 

　
営業活動によるキャッシュ・フローにおける収入は、前年同期比33億53百万円増加の443億38百万円となりまし

た。これは、主として棚卸資産の増加により資金が減少した一方、営業債権及びその他の債権の増加額が減少した

こと、並びに税引前四半期利益の増加により資金が増加したことによるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローにより支出した資金は、前年同期比249億８百万円減少の69億43百万円となり

ました。これは、主として満期を迎えた有価証券の償還及び政策保有株式の一部を売却したことによるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期は347億58百万円の収入に対し、523億72百万円の支出となりま

した。これは、主として前年同期は長期借入による収入があった一方で、当第３四半期連結累計期間においては借

入金を返済したことによるものです。

この結果、当第３四半期末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対して為替相場の変動による換算差額

12億78百万円を加算した純額で136億99百万円減少し、1,258億21百万円となりました。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な

変更はありません。

 
(4) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 
(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 
(6) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発に係る費用は総額177億17百万円です。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

株式会社日本エム・ディ・エムとの資本・業務提携契約の解消

詳細については、「第４ 経理の状況 要約四半期連結財務諸表注記 16.後発事象」をご覧ください。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 390,000,000

計 390,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 204,175,320 204,175,320

東京証券取引所
(市場第１部)
名古屋証券取引所
(市場第１部)

単元株式数は100株です。

計 204,175,320 204,175,320 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数
(千株)

発行済株式総数
残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2021年10月１日～
2021年12月31日

－ 204,175 － 47,869 － 54,824
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である2021年９月30日の株主名簿により記載しています。

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式）
－

単元株式数は100株です。
普通株式 325,000

(相互保有株式）
－

普通株式 160,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 203,537,600 2,035,376 同上

単元未満株式 普通株式 152,720 － １単元(100株)未満の株式です。

発行済株式総数  204,175,320 － －

総株主の議決権  － 2,035,376 －
 

(注)１　単元未満株式には、自己株式12株と相互保有株式早川精機工業株式会社保有分54株が含まれています。

２　完全議決権株式(その他)には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託保有の当社株式563,400株(議決権

5,634個)が含まれています。

 

② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本特殊陶業株式会社

名古屋市瑞穂区
高辻町14番18号

325,000 － 325,000 0.16

（相互保有株式）
早川精機工業株式会社

岐阜県岐阜市六条
大溝１-13-１

－ 160,000 160,000 0.08

計 － 325,000 160,000 485,000 0.24
 

(注) １ 他人名義で所有している株式数は、日特協力会持株会（当社取引先を会員とする持株会、名古屋市瑞穂区高

辻町14番18号）名義で保有している株式です。

２　役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式は、上記自己株式等に含めていません。

３　当第３四半期会計期間末の自己保有株式数は、325,102株です。

　　また、当第３四半期会計期間末の相互保有株式数は、162,490株です。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１. 要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。)第１条の２の「指定国際会計基準特定会社」の要件を満た

すことから、同第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下、「IAS第34号」という。)に準拠し

て作成しています。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る要約四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期
連結会計期間
(2021年12月31日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  139,520 125,821

営業債権及びその他の債権  111,339 114,472

その他の金融資産  26,266 15,457

棚卸資産 5 126,837 150,015

その他の流動資産  11,903 11,387

小計  415,868 417,155

売却目的で保有する資産 6 － 8,989

流動資産合計  415,868 426,144

非流動資産    

有形固定資産 7 251,230 243,649

のれん及び無形資産  16,440 19,439

使用権資産  8,992 8,216

持分法で会計処理されている
投資

 15,081 6,638

その他の金融資産  54,310 46,677

繰延税金資産  8,438 10,167

その他の非流動資産  930 1,575

非流動資産合計  355,424 336,365

資産合計  771,293 762,509
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期
連結会計期間
(2021年12月31日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  52,264 46,089

社債及び借入金 11 46,759 18,543

その他の金融負債  3,217 2,822

未払法人所得税  9,316 9,200

その他の流動負債  32,598 33,187

流動負債合計  144,157 109,843

非流動負債    

社債及び借入金  140,779 135,835

退職給付に係る負債  23,836 23,848

その他の金融負債  7,025 6,280

繰延税金負債  491 2,834

その他の非流動負債  3,377 3,412

非流動負債合計  175,509 172,211

負債合計  319,666 282,055

資本    

資本金  47,869 47,869

資本剰余金  54,856 54,652

利益剰余金  325,187 354,501

自己株式  △1,554 △1,754

その他の資本の構成要素  22,473 21,615

親会社の所有者に帰属する
持分合計

 448,831 476,885

非支配持分  2,794 3,568

資本合計  451,626 480,454

負債及び資本合計  771,293 762,509
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 注記

前第３四半期
連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上収益 4,8 307,037 358,333

売上原価  △213,269 △240,565

売上総利益  93,767 117,767

販売費及び一般管理費  △58,708 △66,963

持分法による投資損益  524 738

その他収益  1,161 3,706

その他費用  △982 △480

営業利益 4 35,762 54,768

金融収益  1,726 3,885

金融費用  △792 △931

税引前四半期利益  36,696 57,722

法人所得税費用  △10,618 △16,243

四半期利益  26,077 41,479

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  26,669 42,044

非支配持分  △591 △564

１株当たり四半期利益 13   

基本的１株当たり四半期利益(円)  131.09 206.73

希薄化後１株当たり四半期利益
(円)

 － －
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【第３四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

 注記

前第３四半期
連結会計期間

(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期
連結会計期間

(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

売上収益  117,546 123,778

売上原価  △77,903 △83,008

売上総利益  39,643 40,769

販売費及び一般管理費  △21,056 △22,407

持分法による投資損益  295 186

その他収益  607 2,544

その他費用  △482 △245

営業利益  19,007 20,847

金融収益  1,607 4,377

金融費用  △541 △524

税引前四半期利益  20,073 24,700

法人所得税費用  △6,051 △7,835

四半期利益  14,021 16,864

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  14,209 17,013

非支配持分  △187 △148

１株当たり四半期利益 13   

基本的１株当たり四半期利益(円)  69.85 83.69

希薄化後１株当たり四半期利益
(円)

 － －
 

EDINET提出書類

日本特殊陶業株式会社(E01136)

四半期報告書

12/34



【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 注記

前第３四半期
連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期利益  26,077 41,479

その他の包括利益(税効果控除後)    

純損益に振り替えられる
ことのない項目

   

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

 8,217 △1,934

確定給付制度の再測定  △13 △1

持分法適用会社における
その他の包括利益に対する持分

 4 0

純損益に振り替えられる
ことのない項目合計

 8,208 △1,936

純損益に振り替えられる
可能性のある項目

   

在外営業活動体の換算差額  1,656 5,144

持分法適用会社における
その他の包括利益に対する持分

 294 88

純損益に振り替えられる
可能性のある項目合計

 1,950 5,232

その他の包括利益
(税効果控除後)合計

 10,159 3,296

四半期包括利益  36,236 44,776

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  36,705 45,376

非支配持分  △468 △599
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【第３四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

 注記

前第３四半期
連結会計期間

(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期
連結会計期間

(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

四半期利益  14,021 16,864

その他の包括利益(税効果控除後)    

純損益に振り替えられる
ことのない項目

   

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

 5,300 △515

確定給付制度の再測定  △13 △1

持分法適用会社における
その他の包括利益に対する持分

 4 △0

純損益に振り替えられる
ことのない項目合計

 5,291 △517

純損益に振り替えられる
可能性のある項目

   

在外営業活動体の換算差額  2,375 4,721

持分法適用会社における
その他の包括利益に対する持分

 244 264

純損益に振り替えられる
可能性のある項目合計

 2,619 4,985

その他の包括利益
(税効果控除後)合計

 7,911 4,467

四半期包括利益  21,932 21,331

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  22,019 21,434

非支配持分  △86 △102
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測定
する金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

2020年４月１日時点の残高  47,869 54,791 291,122 △1,602 19,250 △15,553

四半期利益    26,669    

その他の包括利益      8,221 1,827

四半期包括利益合計  － － 26,669 － 8,221 1,827

自己株式の取得     △6   

自己株式の処分    △0 55   

剰余金の配当 9   △12,231    

株式報酬取引   20     

子会社に対する所有持分の
変動

  14     

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への振替

   190  △204  

所有者との取引額合計  － 34 △12,040 48 △204 －

2020年12月31日時点の残高  47,869 54,825 305,751 △1,554 27,267 △13,726
 

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計その他の資本の構成要素

合計確定給付制度の
再測定

合計

2020年４月１日時点の残高  － 3,696 395,876 3,861 399,737

四半期利益   － 26,669 △591 26,077

その他の包括利益  △13 10,035 10,035 123 10,159

四半期包括利益合計  △13 10,035 36,705 △468 36,236

自己株式の取得   － △6  △6

自己株式の処分   － 55  55

剰余金の配当 9  － △12,231 △55 △12,286

株式報酬取引   － 20  20

子会社に対する所有持分の
変動

  － 14 △433 △419

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への振替

 13 △190 －  －

所有者との取引額合計  13 △190 △12,148 △489 △12,637

2020年12月31日時点の残高  － 13,541 420,433 2,903 423,336
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当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測定
する金融資産

在外営業
活動体の
換算差額

2021年４月１日時点の残高  47,869 54,856 325,187 △1,554 28,518 △6,044

四半期利益    42,044    

その他の包括利益      △1,934 5,268

四半期包括利益合計  － － 42,044 － △1,934 5,268

自己株式の取得     △494   

剰余金の配当 9   △16,919    

株式報酬取引   △203  295   

子会社の増資による非支配
持分の増減

       

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への振替

   4,189  △4,191  

所有者との取引額合計  － △203 △12,729 △199 △4,191 －

2021年12月31日時点の残高  47,869 54,652 354,501 △1,754 22,392 △776
 

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計その他の資本の構成要素

合計確定給付制度の
再測定

合計

2021年４月１日時点の残高  － 22,473 448,831 2,794 451,626

四半期利益   － 42,044 △564 41,479

その他の包括利益  △1 3,331 3,331 △35 3,296

四半期包括利益合計  △1 3,331 45,376 △599 44,776

自己株式の取得   － △494  △494

剰余金の配当 9  － △16,919 △144 △17,063

株式報酬取引   － 92  92

子会社の増資による非支配
持分の増減

  － － 1,518 1,518

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への振替

 1 △4,189 －  －

所有者との取引額合計  1 △4,189 △17,322 1,373 △15,948

2021年12月31日時点の残高  － 21,615 476,885 3,568 480,454
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記

前第３四半期
連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  36,696 57,722

減価償却費及び償却費  25,741 27,958

減損損失  － 521

為替差損益(△は益)  △479 302

受取利息及び受取配当金  △1,365 △1,601

支払利息  730 672

持分法による投資損益(△は益)  △524 △738

固定資産除売却損益(△は益)  504 398

営業債権及びその他の債権の増減(△は増加)  △13,518 △343

棚卸資産の増減(△は増加)  902 △19,972

営業債務及びその他の債務の増減(△は減少)  △2,414 △5,883

退職給付に係る負債の増減(△は減少)  256 △78

その他  △683 179

小計  45,845 59,137

配当金の受取額  1,195 1,234

利息の受取額  500 482

利息の支払額  △693 △623

法人所得税の支払額  △5,862 △15,892

営業活動によるキャッシュ・フロー  40,984 44,338

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額(△は増加)  △2,495 △775

有価証券の純増減額(△は増加)  △8,000 12,000

有形固定資産の取得による支出  △20,574 △19,662

有形固定資産の売却による収入  210 193

無形資産の取得による支出  △1,840 △2,373

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に
よる支出

14 － △2,677

事業の取得による支出 14 △998 －

投資有価証券の取得による支出  △368 △571

投資有価証券の売却及び償還による収入  2,051 6,501

その他  163 421

投資活動によるキャッシュ・フロー  △31,852 △6,943

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△は減少)  17,349 △16,130

コマーシャル・ペーパーの純増減額(△は減
少)

 10,000 －

長期借入れによる収入  57,141 －

長期借入金の返済による支出  △4,962 △18,000

社債の償還による支出 11 △30,000 －

リース負債の返済による支出  △2,073 △2,237

自己株式の取得による支出  △6 △494

親会社の所有者への配当金の支払による支出 9 △12,215 △16,882

非支配持分への配当金の支払による支出  △55 △144

非支配持分からの払込による収入  － 1,518

その他  △419 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  34,758 △52,372

現金及び現金同等物に係る為替変動の影響額  1,528 1,278

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  45,417 △13,699

現金及び現金同等物の期首残高  86,092 139,520

現金及び現金同等物の四半期末残高  131,510 125,821
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

日本特殊陶業株式会社は、日本に所在する企業です。登記されている本店及び主要な事業所の住所は、ホームペー

ジ(https://www.ngkntk.co.jp/)で開示しています。

当社の要約四半期連結財務諸表は、当社及びその子会社（以下、「当社グループ」という。）並びに関連会社に対

する持分により構成されています。

当社グループの主な事業は、「４．セグメント情報」に記載されています。

 

２．作成の基礎

(1) 要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

当社は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべて満たしてい

るため、要約四半期連結財務諸表を同規則第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しています。

本要約四半期連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求されるすべての情報が含まれていないため、

前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

本要約四半期連結財務諸表は、2022年２月10日に代表取締役社長 川合 尊によって承認されています。

 

(2) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成

しています。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示しています。日本円で表示して

いるすべての財務情報は、百万円未満を切り捨てて記載しています。

 
(4) 未適用の公表済み基準書及び解釈指針

当社グループの要約四半期連結財務諸表に重要な影響を与えるものはありません。

 
(5) 見積り及び判断の利用

IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成では、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費

用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行っています。ただし、実際の業績はこれらの見積りと

は異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しています。会計上の見積りの改定は、見積りが改定された会計

期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

本要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、原則として前連結会計年度

と同様です。

 
３．重要な会計方針

当社グループの本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表に

おいて適用した会計方針と同一です。
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４. セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている事業セグメント

を基礎に決定しています。

当社グループは、社内カンパニー制を導入しており、各事業カンパニーは、取り扱う製品について国内及び海外

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しています。

したがって、当社グループは、社内カンパニーを基礎とした製品別のセグメントから構成されています。

その上で、セグメント情報では製品の内容、市場等の類似性を勘案して、複数の事業セグメントを集約し、「自

動車関連」、「セラミック」及び「新規事業」を報告セグメントとしています。

「自動車関連」は、スパークプラグや排気ガスセンサ等、主として自動車に組み付けられる部品の製造販売を

行っています。「セラミック」では、切削工具、産業機器部品、半導体製造装置用部品、半導体パッケージ及び医

療用酸素濃縮器等の製造販売を行っています。「新規事業」では、環境エネルギー分野等の新規事業に関する製品

の製造販売を行っています。

なお、当連結会計年度の期首に、責任と権限を明確にし、機動的な意思決定の実現と収益性向上を図るため、社

内カンパニー制の採用を伴う組織再編を実施しました。この組織再編に伴い、報告セグメント区分を従来の「自動

車関連」、「セラミック関連」、「メディカル関連」及び「新規事業関連」の４区分から「自動車関連」、「セラ

ミック」及び「新規事業」の３区分に変更しました。従来の報告セグメントで独立掲記していた「メディカル関

連」については「セラミック」へ統合するとともに、「新規事業関連」に含まれていた半導体パッケージを「セラ

ミック」に移管しています。

以上のセグメント区分の変更に伴い、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第３四半期連結累計期

間の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しています。

 

(2) セグメント収益及び業績

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

       (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計 調整額
要約四半期
連結損益計
算書(注２)

自動車
関連

セラミック 新規事業 計

売上収益         

外部収益 243,345 57,465 3,336 304,146 2,890 307,037 － 307,037

セグメント間収益 － 718 － 718 － 718 △718 －

収益合計 243,345 58,184 3,336 304,865 2,890 307,756 △718 307,037

セグメント利益
又は損失(△)

42,893 △412 △6,857 35,622 139 35,762 － 35,762

金融収益        1,726

金融費用        △792

税引前四半期利益        36,696
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、材料売上及び福利厚生サービス業

等を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失(△)は、要約四半期連結財務諸表の営業利益と調整しています。
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当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

       (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計 調整額
要約四半期
連結損益計
算書(注２)

自動車
関連

セラミック 新規事業 計

売上収益         

外部収益 282,909 67,538 3,388 353,835 4,497 358,333 － 358,333

セグメント間収益 － 1,596 － 1,596 － 1,596 △1,596 －

収益合計 282,909 69,135 3,388 355,432 4,497 359,929 △1,596 358,333

セグメント利益
又は損失(△)

58,873 5,665 △9,873 54,666 102 54,768 － 54,768

金融収益        3,885

金融費用        △931

税引前四半期利益        57,722

その他の重要な項目         

減損損失 － 275 246 521 － 521 － 521
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、材料売上及び福利厚生サービス業

等を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失(△)は、要約四半期連結財務諸表の営業利益と調整しています。

 
５．棚卸資産

期中に売上原価に含めて費用として認識した棚卸資産の評価減の金額は、次のとおりです。

(単位：百万円)

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

評価減の金額 581 253
 

 
６．売却目的で保有する資産

売却目的で保有する資産の内訳は、次のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

持分法で会計処理されている投資 － 8,989

合計 － 8,989
 

（注）当第３四半期連結会計期間末における売却目的で保有する資産については持分法で会計処理されている株式会

社日本エム・ディ・エムに対する投資であり、株式譲渡契約の締結に伴い売却目的で保有する資産に分類して

います。詳細については、「16.後発事象」をご覧ください。

 

EDINET提出書類

日本特殊陶業株式会社(E01136)

四半期報告書

20/34



 

７．有形固定資産

(1) 有形固定資産の取得及び処分

有形固定資産の取得及び処分の金額は次のとおりです。

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

有形固定資産の取得 21,895 17,214

有形固定資産の処分 △676 △281
 

 
(2) コミットメント

有形固定資産の取得に関する契約上のコミットメントは次のとおりです。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

有形固定資産の取得に関する
コミットメント

11,312 8,272
 

 
８．売上収益

当社グループのセグメントは、社内カンパニーを基礎とした製品別のセグメントから構成されており、当社の構成

単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、

定期的に検討を行う対象となっているものです。顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、セグメント

別に分解しています。分解した収益とセグメント売上収益との関連は、次のとおりです。

 

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

(単位：百万円)

 合計

自動車関連 243,345

 プラグ 147,709

 センサ 95,635

セラミック 57,465

新規事業 3,336

その他 2,890

合計 307,037
 

(注)　外部顧客への売上収益で表示しています。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

(単位：百万円)

 合計

自動車関連 282,909

 プラグ 182,624

 センサ 100,284

セラミック 67,538

新規事業 3,388

その他 4,497

合計 358,333
 

(注)　外部顧客への売上収益で表示しています。

 
第１四半期連結会計期間において報告セグメントの変更を行っており、前第３四半期連結累計期間のセグメント別

売上収益は、当第３四半期連結累計期間のセグメントの区分に基づき作成したものを開示しています。報告セグメン

トの変更の詳細については「４．セグメント情報(1) 報告セグメントの概要」をご覧ください。
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９．配当金

当社は、剰余金の配当について、会社法の規定に基づいて算定される分配可能額の範囲内で行っています。分配可

能額は、日本基準に準拠して作成された当社の会計帳簿において利益剰余金の金額に基づいて算定されています。

 
配当金の支払額は次のとおりです。

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

 

決議日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2020年５月25日
取締役会

7,134 35.00 2020年３月31日 2020年６月17日

2020年11月９日
取締役会

5,096 25.00 2020年９月30日 2020年11月30日
 

(注) １ 2020年５月25日取締役会決議に基づく配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する

当社株式に対する配当金15百万円が含まれています。

２ 2020年11月９日取締役会決議に基づく配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する

当社株式に対する配当金10百万円が含まれています。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

 

決議日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2021年５月７日
取締役会

7,134 35.00 2021年３月31日 2021年６月４日

2021年10月27日
取締役会

9,784 48.00 2021年９月30日 2021年11月30日
 

(注) １ 2021年５月７日取締役会決議に基づく配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する

当社株式に対する配当金14百万円が含まれています。

２ 2021年10月27日取締役会決議に基づく配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する

当社株式に対する配当金27百万円が含まれています。

 
基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるものは次のとおりです。

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

 
該当事項はありません。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

 
該当事項はありません。
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10．金融商品

(1) 公正価値測定方法

金融商品の公正価値は、次のとおり算定しています。

(現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、その他の金融資産、営業債務及びその他の債務、その他の金融

負債)

短期間で決済されるものについては、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま

す。その他については、将来キャッシュ・フローを期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現

在価値等により算定しています。公正価値の測定ではレベル２に分類しています。

 

(その他の金融資産、その他の金融負債)

上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定し、公正価値の測定ではレベル１に分類してい

ます。公社債等の公正価値については、取引先金融機関から提示された価格等により、利用可能な情報に基づく合

理的な評価方法により算定し、公正価値の測定ではレベル２又はレベル３に分類しています。非上場株式等の公正

価値については、主として時価純資産法により算定し、公正価値の測定ではレベル３に分類しています。レベル３

の金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内規程に従い実施しています。公正価値の測定に際しては、対象

となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映できる評価技法及びインプットを用いています。また、

公正価値の測定結果については、上位役職者のレビューを受けています。

レベル３に分類される金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更し

た場合の公正価値の増減は重要ではありません。

デリバティブ等は、取引先金融機関等から提示された金利、為替等の観察可能な市場データに基づいて算定して

います。観察可能な市場データを利用して公正価値を算出しているため、公正価値の測定ではレベル２に分類して

います。

 

(社債及び借入金)

社債は、取引先金融機関から提示された価格によっています。

短期借入金は、短期間で決済されるものであり、公正価値が帳簿価額と近似しているため、公正価値は帳簿価額

と同額とみなしています。

長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法に

よっています。なお、いずれも観察可能な市場データを利用して公正価値を算出しているため、公正価値の測定で

はレベル２に分類しています。

 
(2) 公正価値のヒエラルキー

金融商品の公正価値のヒエラルキーは、次のとおり分類しています。

レベル１：活発な市場において相場価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外で、直接又は間接的に観察可能な価格により測定された公正価値

レベル３：観察可能でないインプットを含む、評価技法を用いて測定された公正価値
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償却原価で測定する主な金融商品

前連結会計年度(2021年３月31日)

    (単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

負債      

社債 49,812 － 49,773 － 49,773

借入金 108,783 － 108,386 － 108,386

合計 158,595 － 158,159 － 158,159
 

(注) １　社債、借入金については、１年以内に償還又は返済予定の残高を含んでいます。

２　短期の金融資産及び短期の金融負債は、帳簿価額と公正価値が近似しているため、上表には含めていませ

ん。

 
当第３四半期連結会計期間(2021年12月31日)

    (単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

負債      

社債 49,852 － 49,896 － 49,896

借入金 91,232 － 90,882 － 90,882

合計 141,084 － 140,778 － 140,778
 

(注) １　社債、借入金については、１年以内に償還又は返済予定の残高を含んでいます。

２　短期の金融資産及び短期の金融負債は、帳簿価額と公正価値が近似しているため、上表には含めていませ

ん。

 
経常的に公正価値で測定する金融商品

前連結会計年度(2021年３月31日)

    (単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産      

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する
金融資産：

     

株式 53,361 48,875 － 4,486 53,361

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産：

     

公社債等 33 － － 33 33

合計 53,394 48,875 － 4,519 53,394

負債      

純損益を通じて公正価値で
測定する金融負債：

     

デリバティブ負債 583 － 583 － 583

合計 583 － 583 － 583
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当第３四半期連結会計期間(2021年12月31日)

    (単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産      

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する
金融資産：

     

株式 45,677 40,523 － 5,154 45,677

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産：

     

公社債等 34 － － 34 34

合計 45,712 40,523 － 5,188 45,712

負債      

純損益を通じて公正価値で
測定する金融負債：

     

デリバティブ負債 118 － 118 － 118

合計 118 － 118 － 118
 

 
(3) レベル３に分類された金融商品の変動

レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への増減は次のとおりです。

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

期首残高 4,715 4,519

利得及び損失合計 △36 97

純損益(注１) △3 1

その他の包括利益(注２) △33 96

取得 356 559

処分 △574 －

その他 11 12

期末残高 4,473 5,188
 

(注) １　純損益に含まれている利得及び損失は、決算日時点の純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関する

ものです。これらの利得及び損失は、要約四半期連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれ

ています。

２　その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、決算日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産に関するものです。これらの利得及び損失は、要約四半期連結包括利益計算書の「その他の包

括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」に含まれています。

 
11. 社債

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

　第７回無担保普通社債30,000百万円（利率0.296％、償還期限2020年10月27日）を償還しています。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

　該当事項はありません。
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12. 偶発事象

訴訟等

当社グループは、自動車関連事業における過去の一部の取引において競争法違反の疑いがあるとして海外の当局

による調査を受けています。これに関連し、顧客からの損害賠償の交渉、民事訴訟も提起されています。当社はこ

れらについて国及び競争法当局の調査の状況、和解交渉の進展状況及び担当弁護士からの意見聴取等を踏まえて個

別にリスクを検討し、将来発生する可能性がある和解金等の損失見込額を費用計上しています。競争法関連費用引

当金の残高は、前連結会計年度末において384百万円、当第３四半期連結会計期間末において138百万円です。損失

見込額は現時点において入手可能な情報に基づいていますが、見積り特有の不確実性があるため、今後新たな事実

が判明した場合等には追加の損失が発生する可能性があります。なお、IAS第37号「引当金、偶発負債及び偶発資

産」に従い、当社の立場が不利になる可能性があるため、訴訟等に係る詳細な内容を開示していません。

 
13. １株当たり四半期利益

(1) １株当たり情報

   

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

基本的１株当たり四半期利益(円) 131.09 206.73
 

(注)　希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 
   

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

基本的１株当たり四半期利益(円) 69.85 83.69
 

(注)　希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

(2) 基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎は、次のとおりです。

   

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 26,669 42,044

普通株式の期中平均株式数(千株) 203,438 203,379
 

(注)　基本的１株当たり四半期利益の算定において、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式を期

中平均株式数から控除しています。

 

   

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 14,209 17,013

普通株式の期中平均株式数(千株) 203,445 203,286
 

(注)　基本的１株当たり四半期利益の算定において、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式を期

中平均株式数から控除しています。
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14. 企業結合

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

(取得による企業結合)

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 Spirosure, Inc.

事業の内容 喘息診断機器等の開発、製造及び販売
 

② 企業結合を行った主な理由

当社は、被取得企業が手掛ける喘息診断機器を当社グループ内に取り込むことにより、当社及び当社子会社の

CAIRE Inc.社が取り扱うCOPD患者様向けの酸素濃縮器のみでなく、喘息患者様のQOL向上、また呼吸器系ビジネ

スの事業拡大を目指し、当該企業結合を実施しました。

③ 取得日

2020年６月２日

④ 被取得企業の支配を獲得した方法

当社の連結子会社が、現金を対価とする事業譲受により被取得企業の事業を獲得したことによるものです。

 
(2) 取得日における取得資産、引受負債及び移転対価の公正価値の内訳

 (単位：百万円)

 公正価値

取得資産及び引受負債の公正価値  

現金及び現金同等物 2

営業債権及びその他の債権 2

棚卸資産 11

無形資産 813

営業債務及びその他の債務 △64

借入金 △86

取得資産及び引受負債の公正価値(純額) 678

のれん 322

合計 1,000

移転対価の公正価値  

現金及び現金同等物 1,000

合計 1,000
 

（注）１ 企業結合に係る取得関連費用78百万円は「販売費及び一般管理費」に計上しています。

 ２ 当該企業結合により生じたのれんは、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力に関連して発生

したものであり、税務上損金算入可能な金額はありません。

 ３ 取得対価の配分について、第121期第１四半期連結会計期間においては暫定的な会計処理を行っていました

が、第121期第２四半期連結会計期間に確定しています。上表の各項目は当該取得対価の配分の確定を反映

した金額です。

 
(3) 取得に伴うキャッシュ・フロー

(単位：百万円)

 金額

取得により支出した現金及び現金同等物 1,000

取得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 △2

合計 998
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(4) 業績に与える影響

取得日以降に被取得企業に生じた売上収益及び四半期利益は影響が軽微のため記載を省略しています。また、企

業結合が期首に実施されたと仮定した場合の結合後企業の当報告期間における売上収益及び四半期利益について

は、影響が軽微であるため記載を省略しています。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

(取得による企業結合)

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 AMSR, LLC

事業の内容 酸素濃縮器等の販売
 

② 企業結合を行った主な理由

当社は、被取得企業が有する販売チャンネルを当社グループ内に取り込むことにより、当社及び当社の連結子

会社が手掛ける酸素濃縮器事業の拡大を目指し、当該企業結合を実施しました。

③ 取得日

2021年９月１日

④ 取得した議決権付資本持分の割合

100%

⑤ 被取得企業の支配を獲得した方法

当社の連結子会社による現金を対価とした株式取得

 
(2) 取得日における取得資産、引受負債及び移転対価の公正価値の内訳

(単位：百万円)

 公正価値

取得資産及び引受負債の公正価値  

現金及び現金同等物 22

営業債権及びその他の債権 4

棚卸資産 65

有形固定資産 25

無形資産 319

使用権資産 76

その他の資産 53

営業債務及びその他の債務 △97

その他の負債 △158

取得資産及び引受負債の公正価値(純額) 311

のれん 2,388

合計 2,699

移転対価の公正価値  

現金及び現金同等物 2,699

合計 2,699
 

（注）１ 企業結合に係る取得関連費用83百万円は「販売費及び一般管理費」に計上しています。

 ２ 当該企業結合により生じたのれんは、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力に関連して発生

したものであり、税務上損金算入可能な金額はありません。

 ３ 取得対価の配分について、第２四半期連結会計期間においては暫定的な会計処理を行っていましたが、当第

３四半期連結会計期間に確定しています。上表の各項目は当該取得対価の配分の確定を反映した金額です。
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(3) 取得に伴うキャッシュ・フロー

(単位：百万円)

 金額

取得により支出した現金及び現金同等物 2,699

取得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 △22

合計 2,677
 

 
(4) 業績に与える影響

取得日以降に被取得企業に生じた売上収益及び四半期利益は影響が軽微のため記載を省略しています。また、企

業結合が期首に実施されたと仮定した場合の結合後企業の当報告期間における売上収益及び四半期利益について

は、要約四半期連結損益計算書に与える影響が軽微であるため記載を省略しています。

 

15. 非金融資産の減損

減損損失を認識した資産の種類別内訳は、次のとおりです。

減損損失は、要約四半期連結損益計算書の「売上原価」に計上しています。

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年12月31日)

有形固定資産   

機械装置及び運搬具 － 487

その他 － 22

のれん及び無形資産   

ソフトウェア － 11

減損損失　計 － 521
 

当第３四半期連結累計期間において、セラミックセグメント及び新規事業セグメントの一部の製品について撤退す

ることを決定したため、521百万円の減損損失を計上しました。

 
16. 後発事象

(1) 株式会社日本エム・ディ・エムとの資本・業務提携契約の解消及び株式譲渡

当社は、2021年12月７日付にて、当社の持分法適用関連会社である株式会社日本エム・ディ・エム（以下、

「日本エム・ディ・エム」といいます。）との資本及び業務提携契約（以下、「本提携契約」といいます。）を

解消することを同社との間で合意するとともに、三井化学株式会社との間で、当社が保有する日本エム・ディ・

エムの株式すべてを同社へ譲渡する契約を締結いたしました。かかる株式譲渡は2022年１月７日に完了し、同日

をもって日本エム・ディ・エムとの本提携契約を解消いたしました。

なお、本株式譲渡に伴い、当連結会計年度の連結損益計算書において関係会社株式売却益約85億円を「その他

収益」として計上する見込みです。

 
(2) 自己株式の取得

当社は、2022年１月31日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定に基づき、下記のとおり自己株

式取得に係る事項について決議いたしました。

①自己株式の取得を行う理由

本年度の業績は、本年からスタートした中期経営計画に対して、スパークプラグ事業における補修用市場

及び半導体製造装置市場が好調なことに加えて、想定より円安で推移していることから計画を上回る業績で

推移しています。また、上記「(1) 株式会社日本エム・ディ・エムとの資本・業務提携契約の解消及び株式

譲渡」に記載のとおり、当社は保有する株式会社日本エム・ディ・エムの株式を三井化学株式会社に売却し

ました。
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これらを踏まえ、当社は、将来のポートフォリオ転換のМ＆Ａ原資の選択肢の一つとして自己株式を取得

します。取得した自己株式は当面消却せず、中期経営計画期間末までに取得した自己株式を使用しないと判

断した際には消却する予定です。

②取得に係る事項の内容

取得対象株式の種類 当社普通株式

取得し得る株式の総数
6,500,000株(上限) 
(発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合3.19%)

株式の取得価額の総額 10,000,000,000円(上限)

取得期間 2022年２月１日～2023年１月29日
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２ 【その他】

①剰余金の配当

2021年10月27日開催の取締役会において、次のとおり決議が行われました。

配当の総額 9,784百万円

１株当たりの配当額 48円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 2021年11月30日
 

(注)１　2021年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対して支払いを行っています。

２　配当の総額は、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金27百万円が含

まれています。
 

②その他

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2022年２月10日

日本特殊陶業株式会社

 取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

名古屋事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  大　北　尚　史  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  松　木　　豊  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  時々輪　彰　久  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本特殊陶業

株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から

2021年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る要約四半期連

結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算

書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記に

ついて四半期レビューを行った。
 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、日

本特殊陶業株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期

間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける

監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の

基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成

することが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要

約四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号

「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半

期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査

人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。
 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
　

以　 上
　

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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